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注 
 
1) 1960 年の農業センサスによれば，1 戸あたりの経営耕地面積は，東北地方が 1.13ha
なのに対して，近畿地方 0.55ha，中国地方 0.63ha，四国地方 0.56ha，九州地方 0.7ha
となっている． 
2) 農業経営統計調査より，田植えの 10a あたり直接労働時間を示すと，1971 年までは
20 時間を超えていたが，1972 年は 18.9 時間となった．さらに，1978 年には 9.6 時間
















県別の農林業センサスに記載されている 1950年 2月 1日現在の旧市町村区分を，




































 東北地方における 2012 年の農業産出額の総額は 13,295 億円であり，関東地
方（16,527 億円），九州地方（16,601 億円）に次いで全国で 3 番目に大きい．
農業産出額を農業種別にみれば，米が 5,201 億円で 39.1%を占め，次いで野菜
2,081 億円（15.7%），果樹 1,679 億円（12.6%），鶏 1,380 億円（10.4%），豚 958
億円（7.2%）と，上位 5 品目で全体の 45.9%を占める．県別に農業産出額をみ
ると，青森県を除く 5 県は米が各県の農業産出額で最大の構成比率を占めてい
る．このなかでも秋田県は農業産出額に占める米の割合が大きく，秋田県の農










を上回る年次もあったが，2012 年時点では野菜の指数が 96.3，果実が 92.6，畜
産が 78.4 に縮小している．これら米以外の品目と比較して米の指数の低下は著
しく大きい．とくに，「食糧管理法」が廃止された 1995 年以降の減少は著しく，
























各県の作況指数は青森県が 53，岩手県が 73，宮城県が 69 と極めて低い．この
． 
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ため 2003 年度産の米価は総じて高く，東北地方は約 20,000 円前後であった．
それに対して，平年作であった 2004 年度産の米価は，青森県を除いて 15,000
円前後で取引がなされている．これに対して，全国的に知名度の高い新潟県産

































 東北地方における農業就業人口は，2000 年の 679,688 人から 2010 年の
486,198 人まで 28.5%の減少をみた．また，農業就業人口の高齢化率（65 歳以






業地域 56.2%という順に上昇し，平地農業地域と山間農業地域の間に 7.2 ポイン
トの差がある．そして，2010 年では平地農業地域においても 65 歳以上の農業
就業人口は過半数を超えているが，平地農業地域と山間農業地域における農業
就業人口の高齢化率の地域差は 8.4 ポイントに拡大している． 
































農業地域 32.8%，中間農業地域 30.4%，山間農業地域 28.7%であり，農業地域
類型間で東北地方と比較すると，中国地方の重世代農業経営農家率はいずれの
地域でも 10 ポイント程度低い．これに対して，65 歳以上単身農業経営農家率
は都市的地域や山間農業地域で高い傾向にある．東北地方における各農業地域
類型の 65 歳以上単身農業経営農家率は，都市的地域 9.1%，平地農業地域 7.6%，
中間農業地域 7.3%，山間農業地域 8.9%であった．一方で，中国地方の 65 歳以
上単身農業経営農家率は，都市的地域 14.3%，平地農業地域 13.1%，中間農業








家の増加率は高く，都市的地域 20.3%，中間農業地域 19.2%，山間農業地域 15.1%
となっている．この間の中国地方における 65 歳以上単身農業経営農家の増加率
















































含まれる．1970 年における農家以外の農業事業体は 1,818 事業体であり，その
うち 61.8%は販売を目的とする農業事業体であった．この農家以外の農業事業
体は 2000 年以降に急激に増加し，2005 年は 2,770 事業体，2010 年は 3,833 事
業体と 5 年間の増加率は 38.4%となっている．このような増加に伴って，販売
目的である農家以外の農業事業体数が農家以外の農業事業体の総数に占める構


















体は 15.0ha 以上の 34.4%，次いで 10.0ha 以上 15.0ha 未満の 28.2%である．全
体的な傾向をみれば 1.0ha 未満は農業経営体数が増加しているが，1.0ha 以上

































 日本の耕作放棄地面積は 2010 年農林業センサスによれば 395,981ha であり，
耕作放棄地面積率は 10.6%である．耕作放棄地拡大の推移をみれば，1975 年か
ら 1985 年までは 3,448ha の増加にとどまり，同期間の耕作放棄地面積率は 0.2
ポイント増加したに過ぎない．しかし，1985 年以降，耕作放棄地は急激に拡大
した．全国の耕作放棄地面積率は 1985 年（2.9%）から 1995 年（5.6%）にかけ
て 2.7 ポイント増加したが，1995 年から 2005 年（9.7%）では 5.1 ポイントも
増加し，さらに 2010 年の耕作放棄地面積率は 10.6%にまで拡大している（第２
－７図）．こうした耕作放棄地面積の拡大は，東北地方においても同様の傾向が
認められる．1975 年の東北地方における耕作放棄地面積は 11,857ha であり，
耕作放棄地面積率は 1.4%と，全国平均の 2 分の 1 程度の水準にとどまっていた．
1985 年においてもその傾向は変わらず，東北地方の耕作放棄地面積率は 1.5%
であった．ところが，1990 年以降の耕作放棄地面積および同面積比率は全国に












1980 年から 1990 年にかけて農業の構造再編が早く進展していた北海道や早く
から耕作放棄地が拡大していた中国地方を除く全地域で，全国平均を上回る耕
作放棄地の拡大が確認できるが，その中でも東北地方における耕作放棄地面積
の増加率（199.7%）は最大である．さらに，1990 年から 2000 年にかけての耕
作放棄地面積の増加率が唯一 100%を上回っている地方は東北地方（118.1%）

































































棄地の拡大は 1990 年から 2000 年まではいずれの農家類型においても拡大傾向

























生は相対的に少なかった．同様の傾向は 1995 年も継続しているが，1995 年か
ら 2005 年にかけて大きな変化が生じている．1995 年における販売農家の耕作
放棄地面積のうち水田からの耕作放棄地面積構成比率は 28.2%であったが，










186.1 を示した後に減少し，畑地からの耕作放棄は 2000 年に 166.5 を示した後
は減少している．それに対して，水田からの耕作放棄は増加の一途を辿り，2005
年に最高値の 336.8 を示している．特に 1995 年から 2000 年にかけての指数の





放棄地面積指数は 292.8 を示し，1990 年と比較して約 3 倍も拡大している点は
注視しなければならない． 
 以上をまとめると，東北地方における耕作放棄地は 1995 年以降，畑地からの
耕作放棄よりも水田からの耕作放棄が増加のテンポを速めていることが指摘で















も 2010 年農林業センサスに記載されているデータである．2010 年農林業セン
サスは 2010 年 2 月 1 日現在の市町村域でのデータと 1950 年 2 月 1 日現在の市
町村域でのデータが記載されている．2010 年における市町村域は 1995 年に制
定された「合併特例法」以降の市町村合併によって，異なる農業地域類型であ
った市町村を合併し，複数の農業地域類型にまたがる行政域となったところが
多い．そこで本分析では，まず 1950 年における市町村別に集計された 2010 年
のデータを 1995 年 2 月 1 日現在の市町村域単位に調整して使用した． そのほ
か，各市町村を代表する農業地域類型は 1995 年農林業センサスに記載されてい
る農業地域類型に従った．なお，分析には SPSS Statistics23 を用いた． 
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1) 主成分分析の結果と主成分の解釈 





32 変数を採用した．主成分分析の結果，固有値が 1 を上回る第 8 成分までを主
成分として取り上げた． 上位 8 成分の累積寄与率は 79.4%となっている． 
 抽出された上位 8 成分は成分負荷量行列にもとづいて次のように命名した．
すなわち，第 1 成分「農地利用の状況」，第 2 成分「農業経営の規模」，第 3 成
分「農業の集約度」，第 4 成分「農地受容の状況」，第 5 成分「稲作からの転換
状況」，第 6 成分「農地利用の粗放化」，第 7 成分「小規模農家の状況」，第 8 成
分「高齢農家の状態」である．  
第 1 成分：「農地利用の状況」 






第 2 成分：「農業経営の規模」 
第 2 成分は第 1 種兼業農家率，65 歳未満農業就業人口構成比率，総農家 1 戸
あたり経営耕地面積，販売金額 1000 万円以上農業経営体率と 0.6 以上の正相関









第 3 成分：「農業の集約度」 
















第 5 成分：「稲作からの転換状況」 






第 6 成分：「農地利用の粗放化」 










第 7 成分：「小規模農家の状況」 
第 7 成分において，0.4 以上の負荷量を示す変数は自給的農家経営耕地面積率
のみである．次いで，土地持ち非農家面積率の負荷量は 0.358 となっている．





第 8 成分：「高齢農家の状態」 














前節の主成分分析によって固有値が 1 以上である成分は 8 成分が得られたが，














CLU1 には 86 市町村が含まれる．これら 86 市町村の各主成分における成分
得点の平均値をみると，次の通りであった．第 1 成分-0.493，第 2 成分-0.046，
第 3 成分 0.092，第 4 成分-0.034，第 5 成分-1.185，第 6 成分-0.255．これらの
成分得点の構成から，当該グループは稲作が卓越しており，なおかつ稲作経営
の構造再編はなされていないという特性がうかがえる．当該クラスターの 86 市
町村の農業地域類型別構成をみると，都市的地域 5 市町村，平地農業地域 7 市






CLU2 には 26 市町村が含まれる．これら市町村の各主成分における成分得点
平均値をみると，次の通りである．第 1 成分 1.269，第 2 成分 0.850，第 3 成分
-1.720，第 4 成分 1.572，第 5 成分-0.525，第 6 成分 0.555．したがって，当該
クラスターは大規模な果樹産地という性格を有する地域の類型であると見てよ
い．当該クラスターの農業地域類型の内訳をみると，都市的地域 3，平地農業地







CLU3 は 147 市町村が含まれる．当該市町村の各主成分における得点の平均
値は，次の通りである．第 1 成分-0.437，第 2 成分 0.125，第 3 成分-0.191，第
4 成分-0.344，第 5 成分 0.402，第 6 成分 0.161．1 以上を示す成分が見当たら
ず，比較的大きい値を示す成分は第 1 成分と第 5 成分である．これらの点から
CLU3 の特徴を読み取ると，稲作経営を中心とする地域であるとともに，稲作
からの転換が進みつつあるグループと理解できる．当該クラスターの農業地域
類型の構成は，都市的地域 18，平地農業地域 78，中間農業地域 43，山間農業





CLU4 には 79 市町村が含まれ，当該市町村の各主成分における成分得点の平
均値は，次の通りである．第 1 成分 1.006，第 2 成分-0.829，第 3 成分 0.177，
第 4 成分-0.306，第 5 成分 0.431，第 6 成分-0.498．第 1 成分と第 2 成分が相対
的に高い得点を示すことから，当該クラスターは小規模な畑地が多く存在する
地域を表していると理解できる．農業地域類型の構成は，都市的地域 8，平地農




標準偏差は 14.0 であり，CLU4 内における耕作放棄地拡大の地域差がうかがえ
る． 
CLU5：「稲作集約地域」 
CLU5 には 35 市町村が含まれる．当該市町村の各主成分における得点の平均
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値は，次の通りである．第 1 成分-0.464，第 2 成分 0.563，第 3 成分 1.249，第
4 成分 1.436，第 5 成分 0.744，第 6 成分 0.093．したがって，当該クラスター
は農地集積による大規模稲作経営が展開する地域であると考えられる．農業地
域類型の構成は，都市的地域 2，平地農業地域 20，中間農業地域 9，山間農業
地域 4 となっている．また，CLU5 に該当する旧市町村の分布は面的な広がり
は弱く，CLU5 と同様に稲作が農業経営の中心である CLU1 や CLU3 に隣接す
る地域においてスポット的に CLU5 が分布している．CLU5 の耕作放棄地面積
率は全類型の中で最も低く，その値は 6.6%である．  
CLU6：「農業衰退地域」 
CLU6 にはわずか 5 市町村が含まれる．これらの市町村の各主成分得点の平
均値は，次の通りである．第 1 成分 1.595，第 2 成分 1.519，第 3 成分 2.123，
第 4 成分-3.339，第 5 成分-0.503，第 6 成分 3.743．第 4 成分と第 6 成分におい
て極めて高い成分得点を示す．農地受容の状況を示す第 4 成分が負の値を示し
ていることから CLU6 は農地の受け手が少なく，第 6 成分が正の値であること
から農地利用が粗放化していると考えられる．当該市町村における農業地域類










規模稲作経営の展開が CLU5 に確認できる一方で，CLU4 に分類される地域で
は農地の生産性が低いことから大規模稲作経営の形成は困難である．こうした
東北地方における農業の地域的特徴と，2010 年における東北地方の旧市町村別



































1) 2010 年農業センサスによれば，北海道の稲作付け面積は 118,959ha であり，全国の
稲作付け面積に占める構成比率は 7.9%である．また，新潟県の稲作付け面積は
115,114ha であり，全国に占める構成比率は 7.7%となっている．2010 年における稲作
付け面積を規模別にみると，北海道，新潟県，秋田県（5.9%）の順に大規模である．
なお，これらの数値はいずれも農業経営体ベースである． 














































 1) 地域概要と耕作放棄地の動向 
 羽後町は秋田県南部に位置し，北東部を横手市，南東部を湯沢市，西部を由
利本荘市に接する（第 3－1図）．1955年に西馬音内町，三輪村，新成村，明治







































が 1985年から 1995年にかけて 3.4ポイント増加したのに対して，羽後町は 1.0
ポイントの増加にとどまる．しかし，1995年以降の羽後町における耕作放棄地
の拡大は顕著であり，耕作放棄地面積率は 1995年の 1.2%から 2010年には 6.0%
に増加した．こういった 1995年以降における耕作放棄地の拡大は東北地方にお
いても著しく，東北地方における耕作放棄地面積率は 1995年から 2010 年にか



















齢別農業就業人口数の区分が 60 歳以上は一括りにされているため，1970 年に
おける農業就業人口高齢化率は 60歳以上の構成比率であり，その他の年次に関




































を，1985 年を 100 とした指数で示したものである．なお，1985 年は羽後町に
おける農業産出額が最大であった年であり，1,018 千万円の農業産出額であった．
その内訳は耕種 777 千万，畜産 241 千万となっていた．その後の農業産出額は


























































方で，この間における「大規模」農家数は 2 戸から 8 戸の増加にとどまってい
る．1985 年以降は「中規模」農家数の増加は低調となり，ついに 2005 年から
2010年にかけては 37戸が減少している．これに対して，「大規模」農家数の増
加はその進度を速めて，2005年には 65戸にまで増加した．さらに，2010 年に






















 3) 農業の地域差と事例対象集落の位置づけ 






































 1) 地域農家の階層性 
 牛ノ沢集落は 15 戸の農家で構成され，集落居住者は 88 人であり，男女とも

















 稲作兼業農家層には農家番号 6番から 10番までの 5戸が該当する．稲作兼業


































経緯は，農家番号 14 番ではこれまで農業従事していた 50 代の男性が体調を崩













































－９図）．牛ノ沢集落の圃場は全 271筆であり，そのうちの 64.6%にあたる 175
筆に水稲が作付けされている．そしてこれに自己保全管理圃場が 40筆，草地と
して利用されている圃場が 29筆，ソバを含めた野菜作付け圃場が 18筆で続く．
前述したように 2 筆しかない耕作放棄地圃場と農家番号 2 番のみが経営してい
る花き栽培（7筆）については圃場筆数が極めて少ないため，第３－９図の分析
には注意しなければならない．次に 1 筆あたりの圃場面積別に筆数をみれば，
最も多い筆数は 30a 以上 50a 未満の 80 筆であり，次に多いのは 20a 以上 30a




る圃場で最も多いものは 30a 以上 50a 未満の圃場であり，水稲作付け圃場の








































 これらソバ収量のうち 60%が玄ソバでの出荷であり，残り 40%は自社製粉に
よるソバ粉での出荷である．玄ソバの販売金額は 1 ㎏あたり 130 円であるのに























































農業協同組合」に米の出荷委託を行っており，1 戸あたり 11,500 円を支払うこ
とで出荷作業にかかる農業労働力を削減している． 
 各作業グループへの農家の参加状況をみると，防除作業グループには複合経











業グループＢについては農家番号 6 番の農業機械を利用し，農家番号 7 番と共
同で農作業を行っている．また，農家番号 10番は刈取り作業と乾燥作業を農家
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は，北上川が 1959 年，千厩川が 1970 年，砂鉄川が 1991 年に着手されており，
全事業が完了したのは 2009 年であった．堤防が未整備であった 1950 年から






 市域の約 90%が中間農業地域に該当する一関市であるが，1995 年までの耕作
放棄地面積率は東北地方の平均とおおよそ同じ値を示す（第４－２図）．しかし，
「食糧管理法」が廃止された 1995 年以降，稲作が農業の中心であった一関市に




































 まず，川崎村の農家数に注目すると，1970 年の総農家数（963 戸）から一貫
して減少しており，2010 年における川崎村の総農家数は 567 戸となった．この




実数と構成比率ともに 1995 年までは減少しており，とくに 1990 年から 1995
年にかけて農業専従者がいる農家数の減少率は42.9%と極めて高い値を示した．
一方で，農業専従者がいない農家は 1990 年までは一貫して増加傾向にあり，
1970 年から 1990 年にかけての農業専従者がいない農家数は 2.5 倍にも増加し
た．しかし，1995 年からは農業専従者がいない農家が常に減少しており，この
-77-
ため 2005 年以降は再び農業専従者がいる農家の構成比率が 50%以上となり，農
業専従者がいない農家を上回った． 
 次に，農業就業人口の高齢化率を東北地方および一関市と比較すると，川崎
村における 1975 年の農業就業人口の高齢化率は 22.4%であり，一関市より 4.7
ポイント，東北地方より 8.2 ポイント高くなっている．その後も農業就業人口の
高齢化率は東北地方と比べて 8 から 10 ポイント高く推移しており，2010 年に
おける川崎村の農業就業人口高齢化率は 70.0%となっている．一関市と比較す
ると川崎村における農業就業人口の高齢化率は約 4 ポイント高く，この傾向は
1990 年まで続いたが，1995 年から 2005 年にかけては一関市の農業就業人口の
高齢化率を 1 ポイント程度下回る．しかし，2005 年から 2010 年にかけて川崎
村の農業就業人口高齢化率は再び一関市を上回り，その差は 4.5 ポイントとなっ
た． 












は川崎村における主要作物の産出額の推移を，1985 年を 100 とした指数で示し
たものである．なお，2005 年以降の農業産出額は一関市との合併によって川崎
村単位では記載されていない．1985 年は川崎村の農業産出額が最大であった年
であり，240 千万円の農業産出額であった．また，その内訳は耕種 134 千万円，
畜産 106 千万円となっていた．その後の農業産出額は徐々に減少を続け，1995









他の指数は 7.7 となっている．また，1995 年以降になると米の指数も減少し，
2004 年には 41.8 と 1985 年の 5 割にも満たない産出額となった．このように
1985 年以前における主要な農産物であった米と葉タバコが減少する一方で，農
業産出額からみた川崎村の中心は畜産である．畜産の産出額の指数も減少はし
ているものの，1998 年の 82.8 から徐々に増加しており，2004 年の畜産の農業





以降の数値は販売農家に限った数値であり，なおかつ 1970 年から 1995 年は収
穫面積の構成比率であるのに対して，2000 年以降は販売目的の作付け面積の構
成比率となっている点に注意する必要がある．川崎村における作付けまたは収









て減少傾向にあり，2010 年には 258 頭にまで減少したが，これに代わって肉用
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比率は 8.2%に至った．作付面積の構成に大きな変化がみられるのは 2000 年で
ある．2000 年になると水稲が作付面積に占める構成比は 76.5%に拡大し，2010
年には 77.6%に増加している．これに対して，工芸作物や飼料用作物を含むそ
















家数は 963 戸であった．このうち 55.9%にあたる 538 戸が経営規模は 1ha 未満
の農家であり，残りの 425 戸が 1ha 以上 3ha 未満の農家であった．1970 年段




の農家）が形成されたのは 1995 年であり，3 戸の農家が「大規模」農家となっ
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ている．「中規模」農家と「大規模」農家は増加しているものの，その増加幅は












きな変化はなく，1990 年以降は一貫して増加に転じている．とくに 2000 年以
降の増加は著しく，借入耕地面積シェアは 2000 年 8.5%，2005 年 14.8%，2010
年 19.3%となっている．こうした傾向は前章で分析した羽後町における借入耕
地の動向と一致する．異なるのは借入耕地面積シェアの増加の程度であり，2000









 1) 集落ぐるみ型集落営農組織の設立経緯 
 川崎村では農地の低生産性の是正を目的とする大規模基盤整備が 2004 年か
ら始まった．これを契機に中核となる農家への農地集積が川崎村で計画され，


































地での自作農業へ強い思い入れを持つ農家に対する説明会は 2012 年 9 月から
2013 年 3 月までの間に 12 回も開催された．こうした説明会を経て，2013 年 3
月に「集落ぐるみ型」集落営農組織である農事組合法人「門崎ファーム」は設
立され，門崎地区内に農地を所有する全農家（192 戸）が構成員となっている．






































（40 万円）や規模拡大交付金（20,000 円/10a）といった一般助成収入が 1,100




























植者によるものであり，圃場は 1950 年代から 1960 年代にかけて造成されたも
のである．そして，1976 年における圃場は全 1,028 筆であった．これらのうち
5a 未満の圃場は 587 筆（57.1%），5a 以上 10a 未満の圃場は 377 筆（36.7%）
であり，10a 未満の圃場が占める構成比率は 93.8%に至る．こうした圃場の構







がなされた点である．これら 2 点によって銚子集落の圃場筆数は全 215 筆へと
激減した．また，1 筆あたりの面積規模別に圃場の構成をみると，5a 未満の圃
場は 145 筆（67.4%），5a 以上 10a 未満の圃場は 31 筆（14.4%）であり，10a
未満の圃場が占める構成比率は 81.8%に減少している．一方で，1 筆の面積が
50a 以上である圃場は 20 筆（9.3%）あり，これらの圃場は大規模基盤整備事業
によって形成されたものである．したがって，2014 年現在における銚子集落の
圃場分布は平坦部に大規模基盤整備がなされた圃場が位置し，斜面に 1950 年代









 このような分布である農地利用を 1 筆あたりの面積規模別に圃場筆数の構成
比率を示したものが第４－１１図である．まず，農地利用別の圃場筆数は水田
35 筆，畑 60 筆，自己保全管理 27 筆，耕作放棄地 93 筆となっている．これら
を 1 筆あたりの圃場面積別にみると，畑，自己保全管理，耕作放棄地は小規模
な圃場に展開しており，5a 未満の面積である圃場が各農地利用の筆数に占める
構成比率は，畑 60.0%（36 筆），自己保全管理 85.2%（23 筆），耕作放棄地 89.2%
（83 筆）となっている．とりわけ耕作放棄地は小規模な圃場に集中しており，
上記の 5a 未満の圃場と 5a 以上 10a 未満の圃場が耕作放棄地の全筆数のうち
96.7%を占める．畑，自己保全管理，耕作放棄地は小規模な圃場に集中している
が，これに対して水田は大規模な圃場が占める構成比率が高い．水田として利
用されている 35 筆のうち，5a 未満の面積である圃場は 3 筆であり，その構成
比率は 8.6%に過ぎない．一方で水田として利用されている 35 筆のうち，57.1%







































である．銚子集落は 21 戸の農家で構成され，66 人が集落に居住し，このうち
28 人が男性，38 人が女性である．なお，住民票は銚子集落にあるが，他地域に
居住している者は 5 人おり，居住地域は千厩町 2 人，東京都 1 人，栃木県 1 人，








るが，農家番号 1 番の所有耕地面積は 120a であるものの，経営耕地面積は 12ha
にもおよぶ． 
 ②自作農家層 
 自作農家層には農家番号 2 番から 5 番までが該当する．自作農家層は所有す
る水田面積の一部を門崎ファームから再分配され，農業経営を行っている．自
作農家層が経営する水田面積の規模は 25a 程度である．自作農家層の農作業委







番号 2 番と 5 番は 30 代であるが，農家番号 5 番は千厩町に転居したため農作業
全てに従事することは困難である．そのため，農家番号 5 番と兼業従事者が 60
代である農家番号 4 番は水管理以外の全作業を農家番号 1 番に委託している．
















番号 18 番，乾燥機以外の農業機械を所有する農家番号 15 番，トラクターのみ
を所有する農家番号9番，10番，14番以外の農家は農業機械を所有していない．
世帯員に注目すれば，50 代以下の世帯員はいずれも町外で他産業に従事してお




C までの 3 戸が該当する．中心オペレーター層の平均年齢は 47.0 歳と若く，農
家番号 A を除いていずれも専業農家である．各中心オペレーター層の経営耕地
面積は 12ha であり，なおかつ門崎ファームの転作作業は中心オペレーター層に
よって担われている．これに対して，農家番号 D から F までが該当する高齢オ




































た．大規模基盤整備事業前では 50a 以上の圃場はわずか 1 筆であったものが，












































 福島県西会津町は CLU1 に分類され，依然として稲作経営に依存する農業構
造を有する．こうした農業構造を持つ CLU1 には 86 市町村が該当し，そのうち








































 1) 地域概要と耕作放棄地の動向 
 西会津町は福島県の北西端に位置し，福島県内の喜多方市，柳津町，会津坂
下町，金山町の 1 市 3 町と新潟県の阿賀町に接する（第５−１図）．1954 年に野
沢町，新郷村，奥川村，尾野本村，登世島村，睦合村，下谷村，群岡村，上野



















事業を 1999 年から実施しており，2014 年４月１日現在では 58 名が栽培を行っ






型パイプハウスのリース事業は 2005 年から実施され，2013 年度には新たに 3
棟（759.8 ㎡）の貸付が行われた．これまでに耐雪型パイプハウスの貸付が行わ
れた農業者は全 39 名であり，その棟数は 118 棟（32,342.0 ㎡）にもおよぶ．ま




おける西会津町の耕作放棄地面積は 66ha であり，耕作放棄地面積率は 3.7%で
あったが，2010年には耕作放棄地が409haに拡大し，耕作放棄地面積率は29.2%
に至る．西会津町における耕作放棄地の拡大を東北地方における耕作放棄地の







年にかけて耕作放棄地が急増したと考えられる．次に 2000 年から 2005 年にお
ける耕作放棄地の拡大の背景を検討すると，1995 年は食管法が廃止によって米
の市場化がなされ，これを契機に米価は下落し続けている．しかし，詳細は後
述するが，西会津町における 1977 年の米の産出額を 100 としたときの指数変化
をみると，年ごとにばらつきはあるものの米の指数は 80 程度で推移しており，
他の事例対象地域である羽後町や川崎村と比較してもその値は高い．こうした









出者数の推移を示したものである．これをみると，1978 年から 1983 年におけ
る最大の人口流出先はおおむね関東地方であった．関東地方には 1979 年の 270
人を最多として，この間には各年 250 人前後が流出している．しかし，1980 年




 福島県内の市町村への人口流出について，ここでは 1995 年と 2013 年を比較
してみれば，1995 年では喜多方市 30 人（20.7%），会津若松市 29 人（20%），
郡山市 19 人（13.1%）と続いており，福島県内においてこれら 3 市が占める人
口流出の構成比率は53.8%であった．一方，2013年では会津若松市46人（41.4%），
















有無別にみると，1970 年から 1995 年における農家数の減少は専従者がいる農
家数の減少によって起こっており，この間における専従者がいない農家数は，
1970 年 404 戸から 1995 年 1091 戸へと 2 倍以上に増加している．しかし，1995
年以降の西会津町における農家数の減少は，1995 年以降の専従者がいる農家数
はほぼ横ばいであるのに対して，専従者がいない農家数は，1995 年 1091 戸か










であった年であり，農業産出額は 233 千万円であった．そのうち 218 千万は耕
種であり，耕種のなかでも米の産出額は 129 千万円であり，西会津町の農業産
-96-








産の指数は西会津町で最も高く，その指数は 120 を超えていたが，1977 年以降
に急減し，2005 年における畜産の指数は 6.7 となっている．また，葉タバコが
該当するその他の指数は 1979 年の 104.7 が最大であり，葉タバコの価格管理制
度が撤廃された 1985 年以降に大きく減少し，2005 年の指数は 10.9 となってい
る．上述した西会津町の施策によって 100 を上回る指数で推移している野菜で
あるが，2005 年における野菜の産出額は 26 千万円であり，西会津町の農業産





























農家数が最大であったのは 1975 年であり，1975 年の農家数は 1,978 戸であっ
た．そのうち，経営耕地面積が 1ha 未満である農家は 1,301 戸であり，1975 年
における農家数の 65.8%を占める．残りの 670 戸が 1ha 以上 3ha 未満の農家で
あり，Ⅲ章で定義した「中規模」農家（3ha 以上 5ha 未満の農家）は 7 戸にと
どまる．また，1975 年では経営耕地面積が 5ha 以上である「大規模」農家は存
在していない．西会津町における農家の大部分を占めていた 1ha 未満の農家お
よび 1ha 以上 3ha 未満の農家は，いずれも 1975 年から一貫して減少している．
2010 年における経営耕地面積が 3ha 未満である農家数は 960 戸であり，1975
年の 48.7%にまで減少した．これに対して「中規模」農家と「大規模」農家は
増加傾向にある．「中規模」農家は 1975 年の 7 戸から 1990 年に 29 戸となり，
2010 年には 36 戸となった．また，1980 年に 3 戸が「大規模」農家となり，2010




年から 1980 年までの借入耕地面積シェアは約 8.5%で推移していたが，1985 年
以降，借入耕地面積シェアは 1985 年 13.2%，1995 年 22.3%，2010 年 32.3%と
増加傾向にある．また，借入耕地面積の推移からみても 1970 年の 166ha から
-98-
2010 年には 321ha へと拡大しており，農地借入が積極的に行われていることが
わかる．しかし，借入耕地面積の増加のみによって西会津町の借入耕地面積シ
ェアが高くなっているわけではない．1970 年における西会津町の経営耕地面積
は 1,964ha であったが，2010 年の経営耕地面積は 993ha であり，971ha もの






積が 3ha 以上の農家は増加していると考えられる． 
 
３．上谷地区における農家構成と農地利用 
















 上谷地区における農家構成を概観すれば，農業専従者はいずれも 60 代以上で
-99-
あり，50 代以下の農業従事者がいる農家は 2 戸のみである（第５－１表）．また，
地区内における最大の経営耕地面積は農家番号 D2 の 85a にとどまることから，
農業経営の規模は零細である．次に，作付けされている農作物は水稲が農業の
中心である，野菜の生産も行われているが，販売を行っている農家は存在しな




よる原発事故以降は売り上げが落ち込んだため，2011 年 8 月以降は栽培を休止








 2) 農地利用の状況と植林対応 
 上谷地区における農地利用の分布（前掲第５－９図）をみると，水田は屋敷
に隣接した標高 350ｍ未満の谷に位置する圃場（集落協定圃場 A）と，集落から
離れた南東部の標高 500ｍから 550m に位置する圃場（集落協定圃場 B）から
なる．集落協定圃場 A は泥浮山集落と長桜集落の農家が入り組んで所有および
耕作を行っている．一方，集落協定圃場 B は全て長桜集落の農家が所有および














おける植林の時期は，全植林地 295 筆のうち 78.3%にあたる 231 筆が 1980 年
代となっている．このように，1980 年代には多くの桑園が植林地へと転換した
が，その背景については桑作付け面積およびスギ素材価格の推移の面から検討
したい．西会津町における桑作付け面積は 1975 年の 119ha が最大であったが，
1980 年には 67ha に急減し，1999 年には作付けがされなくなった（第５－１０
図）．また，スギの素材価格をみれば，最高値は 1980 年の 1 ㎥あたり 41,000
円である．その後は下落し続け，2002 年には 13,500 円となった．しかし，注
目すべきは桑作付け面積が大きく減少した 1980 年に，スギの素材価格が最高値
となった点である．このため，桑園にはスギの植林が広範に行われたのである．
また，この段階で植林を行ったのは 2013 年時点で集落に居住する 60 代後半か






















N2 のみである（第５－２表）．農家番号 N4 から農作業を受託している農家番













農家番号 N2，N5，N6，D3 の 4 戸である。これらの農家は「自己完結型」に
該当する。これら自己完結型の農家を詳細にみれば，三世代が同居している農
家番号 N2 では農業機械操作を担当する 50 代以下の男性農業従事者が 3 人いる




 一方で，農家番号 N1 と N3 の農作業には集落居住者と他出した子弟が従事し

















積極的に参加もしている。このため，農家番号 D4 と D5 の他出子弟は「限界集
落」である泥浮山集落を支える重要な構成員となっている。 





















と N6 の 2 戸のみであり，これら農家はいずれも自己完結型に分類される農家で























































































1) 木材流通統計調査によれば，径 14～22 ㎝，長さ 3.65～4.0m であるスギ中丸太の 1
㎥あたりの国内価格は，1970 年代に高騰し，1980 年の 39,600 円がピークであったが，

















































































































では 1 筆あたりの圃場面積は 1ha となり，治水事業も完了したため安定的な農
作物生産が可能になった．こうした大規模な圃場が広がる一方で，山間部には

































































































































































































































































































TAKAYANAGI Nagatada（2010）：Rural Revitalization with Sunflowers as 








































Perkins,H.C.（2006）：Commodification: Re-resourcing rural areas（Cloke,P., 






















































































































































































































































































2004年 2006年 2008年 2010年 2012年 2014年
北海道 きらら397 12,601 12,918 13 ,894 11,327 15 ,713 11 ,249
青森県 つがるロマン 13,600 13,581 14,269 11,409 15 ,663 9,946
岩手県 ひとめぼれ 14,501 14,855 15,145 12,292 16,230 11,616
宮城県 ササニシキ 15 ,000 15,107 15,532 12,227 16,768 12,760
宮城県 ひとめぼれ 15 ,000 15,006 15,554 12,183 16,230 11,858
秋田県 あきたこまち 15 ,350 15,101 15,044 12 ,287 16,717 11,712
山形県 はえぬき 15,067 14,898 14,590 11,583 16,020 11,180
山形県 つや姫 - - - - - 16,806
福島県 コシヒカリ（会） 16,110 16,374 16,201 - 16,647 13,439
福島県 コシヒカリ（中） 15,008 15,565 15,136 12,675 15,913 9,899
福島県 ひとめぼれ 14,519 14,848 14,601 - 15,490 9,931
新潟県 コシヒカリ 18 ,745 18,242 17,231 16,363 18,407 15,546






















都市的地域 75,645 38,294 50.6 50,598 30,170 59.6 -33.1 9.0
平地農業地域 305,843 149,803 49.0 219,804 125,376 57.0 -28.1 8.1
中間農業地域 219,889 117,157 53.3 160,175 98,983 61.8 -27.2 8.5
山間農業地域 78,311 43,986 56.2 55,956 36,599 65.4 -28.5 9.2
都市的地域 13,267 6,224 46.9 9,095 4,971 54.7 -31.4 7.7
平地農業地域 59,733 23,893 40.0 45,546 22,583 49.6 -23.8 9.6
中間農業地域 27,575 12,108 43.9 19,566 10,371 53.0 -29.0 9.1
山間農業地域 8,975 4,311 48.0 6,171 3,403 55.1 -31.2 7.1
都市的地域 8,665 4,739 54.7 5,879 3,740 63.6 -32.2 8.9
平地農業地域 39,447 21,272 53.9 27,880 17,619 63.2 -29.3 9.3
中間農業地域 52,423 28,391 54.2 39,564 24,905 62.9 -24.5 8.8
山間農業地域 22,619 12,336 54.5 16,551 10,877 65.7 -26.8 11.2
都市的地域 15,427 7,462 48.4 9,841 5,539 56.3 -36.2 7.9
平地農業地域 62,962 31,950 50.7 40,928 23,690 57.9 -35.0 7.1
中間農業地域 23,840 13,102 55.0 16,006 10,313 64.4 -32.9 9.5
山間農業地域 6,432 3,719 57.8 4,094 2,766 67.6 -36.3 9.7
都市的地域 6,073 3,261 53.7 4,184 2,587 61.8 -31.1 8.1
平地農業地域 47,801 23,660 49.5 34,224 19,796 57.8 -28.4 8.3
中間農業地域 29,262 15,862 54.2 22,100 13,745 62.2 -24.5 8.0
山間農業地域 15,362 8,779 57.1 11,250 7,306 64.9 -26.8 7.8
都市的地域 12,235 6,039 49.4 8,149 4,793 58.8 -33.4 9.5
平地農業地域 45,629 22,245 48.8 32,014 17,791 55.6 -29.8 6.8
中間農業地域 26,191 14,011 53.5 17,932 10,682 59.6 -31.5 6.1
山間農業地域 9,481 5,340 56.3 6,208 3,947 63.6 -34.5 7.3
都市的地域 19,978 10,569 52.9 13,442 8,540 63.5 -32.7 10.6
平地農業地域 50,271 26,783 53.3 38,990 23,897 61.3 -22.4 8.0
中間農業地域 60,598 33,683 55.6 44,997 28,967 64.4 -25.7 8.8






























白・・・2000年  黒・・・2010年 




















1,339,771 306,574 690,564 675,345 293,711 662,150 -49.6 -4.2 -4.1
57.3 13.1 29.6 41.4 18.0 40.6 -15.9 4.9 11.0
18,927 2,541 41,143 10,684 3,159 30,207 -43.6 24.3 -26.6
30.2 4.1 65.7 24.3 7.2 68.6 -6.0 3.1 2.9
1,320,844 304,033 649,421 664,661 290,552 631,943 -49.7 -4.4 -2.7
58.1 13.4 28.6 41.9 18.3 39.8 -16.2 4.9 11.3
260,253 48,884 116,485 145,824 48,311 110,840 -44.0 -1.2 -4.8
61.1 11.5 27.4 47.8 15.8 36.3 -13.3 4.4 9.0
122,513 22,339 49,923 59,401 18,297 47,186 -51.5 -18.1 -5.5
62.9 11.5 25.6 47.6 14.7 37.8 -15.3 3.2 12.2
247,629 34,791 101,327 120,199 39,306 111,777 -51.5 13.0 10.3
64.5 9.1 26.4 44.3 14.5 41.2 -20.2 5.4 14.8
67,368 15,200 34,313 33,180 15,858 33,081 -50.7 4.3 -3.6
57.6 13.0 29.4 40.4 19.3 40.3 -17.2 6.3 10.9
151,181 23,698 51,027 71,923 24,207 55,748 -52.4 2.1 9.3
66.9 10.5 22.6 47.4 15.9 36.7 -19.6 5.4 14.1
127,251 27,415 53,283 66,118 31,028 54,389 -48.0 13.2 2.1
61.2 13.2 25.6 43.6 20.5 35.9 -17.6 7.3 10.3
114,958 48,515 56,058 58,544 38,541 53,663 -49.1 -20.6 -4.3
52.4 22.1 25.5 38.8 25.6 35.6 -13.5 3.5 10.1
70,196 24,599 40,143 35,196 22,524 38,993 -49.9 -8.4 -2.9
52.0 18.2 29.7 36.4 23.3 40.3 -15.6 5.1 10.6
153,018 55,043 136,800 71,093 47,800 119,006 -53.5 -13.2 -13.0






















































販売農家 自給的農家 土地持ち非農家 販売農家 自給的農家 土地持ち非農家
都市的地域 2,392 1,257 3,448 4.6 32.9 24.4
平地農業地域 10,398 2,870 6,728 3.3 33.1 9.9
中間農業地域 14,640 6,705 12,966 7.1 51.6 30.4
山間農業地域 4,944 3,368 6,351 7.4 51.4 37.8
都市的地域 589 268 1,090 5.2 45.7 36.2
平地農業地域 2,132 485 1,877 3.5 39.7 20.2
中間農業地域 1,986 981 3,622 6.8 64.8 47.5
山間農業地域 579 406 1,188 8.8 58.8 50.6
都市的地域 194 146 348 3.6 29.4 25.3
平地農業地域 974 345 639 2.8 28.8 8.5
中間農業地域 2,807 1,510 2,397 6.2 49.4 29.6
山間農業地域 1,301 1,261 2,012 7.2 55.6 51.3
都市的地域 388 169 457 3.7 25.1 16.9
平地農業地域 2,063 458 1,124 3.3 27.0 7.6
中間農業地域 1,558 758 1,517 7.4 47.9 28.6
山間農業地域 425 282 514 9.7 48.3 40.1
都市的地域 158 43 232 2.6 18.1 13.1
平地農業地域 1,077 238 753 1.8 21.1 5.5
中間農業地域 1,491 348 1,177 4.2 34.6 16.0
山間農業地域 780 265 840 4.9 35.3 22.2
都市的地域 279 161 399 3.9 31.0 16.1
平地農業地域 891 335 810 1.8 27.4 5.6
中間農業地域 1,192 675 1,108 5.0 47.4 19.4
山間農業地域 534 349 697 5.6 46.7 26.0
都市的地域 784 470 922 6.5 36.1 32.9
平地農業地域 3,261 1,009 1,525 6.3 46.0 19.3
中間農業地域 5,606 2,433 3,145 11.1 55.2 36.7


































































































































































林野率 -0.507 畜産単一経営農家率 -0.394 耕作放棄地面積率 0.357 果樹単一経営農家率 -0.327




















































第　1　成　分 第　2　成　分 第　3　成　分 第　4　成　分



















































































































































































































































































































































白・・・平地農業地域  黒・・・中山間地域 


































1 430 260 170 0 20
イチゴ
インゲン
57.0 △ × □ × 2
2 300 180 120 0 0 花き 53.7 ○ △ × ○ ×
3 230 138 0 92 0 繁殖牛4 62.5 ■ ○ × ○
4 160 132 28 0 60
イチゴ
キュウリ
71.0 ■ ○ □ ○ × 2
5 65 42 0 23 5 繁殖牛2 56.0 △ ×
6 306 306 0 0 204 44.0 □ △ △□ ×
7 220 132 88 0 0 59.0 ■ △ × ■ ×
8 108 108 0 0 72 54.0 △ × □ ×
9 72 72 0 0 48 56.0 ■× △ × 1
10 36 36 0 0 24 62.0 □× △ □ ×
11 240 144 96 0 0 70.0 □ ○ ■ × × 2
12 140 84 56 0 0 74.5 ■ ■ ○ ○ ■ □ × 2
13 90 90 0 0 60 67.0 ○ × □ × ×
14 0 0 0 0 0 0.0 ■■ × ■ □ ×












































稲作 畑作 草地 トラ 田植 コン 乾燥 委託先 作業種
1 430 260 170 0 20
イチゴ
インゲン
○ ○ ○ ○ ○ ◎ ○
2 300 180 120 0 0 花き ○ ○ ○ ○ ○ ○






4 160 132 28 0 60
イチゴ
キュウリ
○ ○ ○ ○ ○ ○
5 65 42 0 23 5 繁殖牛2 ○ ○ ○ ○ ○ ○
6 306 306 0 0 204 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ◎
7 220 132 88 0 0 × × × ○ ○ ○ ○ ○
8 108 108 0 0 72 × × × × 1 乾燥 ○ ○ ○
9 72 72 0 0 48 × × × × ○ ○ ○




11 240 144 96 0 0 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
12 140 84 56 0 0 × × × × ○ ○ ○ ○
13 90 90 0 0 60 × × × × ○ ○ ○
14 0 0 0 0 0 × × × × 7 全作業 ○






















































































































































































































































自給的農家数 1ha未満農家数 1～3ha農家数 




総  会 
















































































































1 120 120 15 △ ○ ○ ○ × ○
2 40 20 15 ▲ ■ 1 ○ × ○ ○ 1田植
3 125 100 5 ○ △ ○ ○ ○ ○
4 75 40 0 ▲ × ■ × × × × 1非管
5 40 40 15 ▲ × × × × × 1非管 現在は旧千厩町に居住
6 25 25 0 ■ × ■ × 1 × × × × 1全
7 110 110 5 ■ ■ × ■ ■ × × × × ×
8 40 40 0 ■ ■ × × × × × ×
9 30 30 0 ■ ■ ○ × × ×
10 40 40 10 ■ ■ ○ × × ×
11 20 20 20 ■ × × × × 現在は東京都に居住
12 25 25 3 ■ × × × × × × 50代男性は栃木県に単身赴任
13 15 15 0 × × × × × × ×
14 75 75 5 ■ × ■ × ○ × × ×
15 40 40 10 □ ■ 1 ○ ○ ○ × ○
16 45 45 10 ■ ■ ■ ■ × × × × ×
17 25 25 0 × × × × ×
18 20 20 10 ■ × ■ × 2 ○ ○ ○ ○ 50代男性は茨城県に単身赴任
19 80 80 15 ■ × ■ × 3 × × × ×
20 60 60 15 ■ □ ■ × × × ×































トラ 田植 コン 乾燥
A 61 男 銚子 兼業 × 12 ○ ○ ○ ○ ×
B 55 男 官紅 専業 未定 12 ○ ○ ○ ○ ○
C 25 男 千手堂 専業 未定 12 ○ ○ ○ × ×
D 67 男 神平 専業 × 4 × ○ ○ × ×
E 77 男 官紅 専業 × 4 × ○ ○ ○ ○












































































































































































































































































自給的農家数 1ha未満農家数 1～3ha農家数 













































N1 25 20 5 0 50 ■ △ ■ ○ 2 畑
N2 43 25 3 15 60
▲
▲
△ ○ ○ 15 保全
N3 41 23 5 13 64 ○ N1，N2
N4 3 3 0 0 90 ×
N5 63 40 3 20 60 □ ○ ○
N6 43（20） （20） 3 20 50 ○ ○
D1 20 17 3 0 14 ○
D2 85 78 0 7 10 ×
D3 50 20 20 10 0 ○ ×
D4 62 60 2 0 10
























































































































































































































































苗木 地拵 植林 下刈 除伐 枝打 間伐 主伐 玉切 搬出







□ - - -
N2 - - - ◎ ◎ ◎ □ ■ ■ ■
N3 - - - ○ ○ ○ □ - - -
N4 - - -
◎
○
- - □ - - -
N5 - - - ◎ ◎ ◎ □ - - -
N6 - - - ◎ ◎ ◎ □ ■ ■ ■
D1 - - - - □ - □ - - -
D2 - - - - □ - □ - - -
D3 - - - ◎ ◎ ◎ ◎ - - -
D4 - - - - □ - □ - - -
























範囲 集落内全圃場 平坦部圃場 緩斜面圃場







形態 兼業就業 農外就業 年金受給
就業先 湯沢市 一関市市街地 ×
所要時間 約15分 約30分 ×








主体 町内ソバ生産会社 オペレーター農家 個別農家






































Geographical Study on the Controlling Mechanism of Abandoned 
Cultivated Land for the Reorganization of Agricultural Land Use 
Gen SHOJI 
 
The agricultural land use in Japan has three fundamental problems. 
First, ownership of agricultural land is small and scattered. Second, the land 
rent is different according to the land use. Third, farmers choose farm 
products despite import agricultural products. The agriculture in Japan 
decreases by these problems after the high economic growth period. On the 
other hand, agricultural policy aims to efficient agricultural land use by loan 
of agricultural land and contracting of farm works since 1999. However, it is 
difficult to form efficient agricultural land use in the region where the 
productivity of agriculture is low. It tries to maintain agriculture in the 
region in such a region by group agricultural land use. In addition, the 
abandoned cultivated land is put in question from the national land use view 
point based on the post production principle. Therefore, it is important to 
clarify the controlling mechanism of the abandoned cultivated land. 
Agriculture in the Tohoku region that I choose to be a research area 
has two features. First, multiple generations live together and agricultural 
management has been conducted by the family in the Tohoku region. Second, 
there are a lot of farmers with a side job who conduct rice farming in the 
Tohoku region. The expansion of the abandoned cultivated land has been 
controlled by these features in the Tohoku region. However, the abandoned 
cultivated land has expanded by the withdrawal of the subcontracted factory 
in the late 1990’s and the fall of the price of rice. The component ratio of the 
abandoned land of 2010 in Tohoku was 10.8% beyond the average of Japan 
on the whole (10.6%). There are two features of the abandoned cultivated 
land in the Tohoku region. First, the abandoned cultivated land has 
expanded by non-farmer which owns agricultural land. Second, it is the rice 
field that tended to have expanded the abandonment of cultivation land. 
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Next, I examine the characteristic of agriculture in the Tohoku region and 
the trend of the abandoned cultivated land from a micro scale. Therefore, I 
adopted the 32 variables concerning the reorganization of the decline of 
agriculture and the agricultural structure, and ran the principal component 
analysis. As a result of the analysis, I took up the eighth elements for the 
eigenvalue to exceed one as principal ingredients, and labeled these principal 
ingredients as follows. The first element is a level of the agricultural land 
use. The second element is a scale of the agricultural management. The third 
element is a level of agricultural integrating. The fourth element is a level of 
the agricultural land acceptance. The fifth element is a level of the 
conversion from rice farm. The sixth element is a level of extensive 
agricultural land use. The seventh element is a level of a small farmer’s 
existence. The eighth element is a level of the farmer who is aged. And, the 
cluster analysis was run by using the sixth elements from the first element. 
The seventh element and the eighth element were excluded, because these 
abilities to explain were scarce. I classified into six patterns by using the 
Word Method, and they were named from the mean value of the element 
score as follows. Cluster 1 is a region that depends on rice farm. In cluster 2, 
the production of fruit trees is a superior region. Cluster 3 is a region that 
has been converted from rice farm. In cluster 4, the productivity of the 
agricultural land is a low region. Cluster 5 is a region that rice farm 
consolidates. Cluster 6 is a region where agriculture has declined. The 
abandoned cultivated land has expanded especially in cluster 4 and cluster 6. 
Cluster 4 concentrates on the Kitakami Mountains and the Abukuma 
Mountains, and all municipalities of cluster 6 are located in the Shimokita 
Peninsula. On the other hand, the abandoned cultivated land has not 
expanded to cluster 3 and cluster 5 located in an agricultural region in the 
plain. Therefore, an agricultural region in the plain controls the expansion of 
the abandoned cultivated land by structural reorganization of rice farm. The 
reorganization of the agricultural structure is not advanced because the 
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productivity of agriculture is low, and the abandoned cultivated land has 
expanded in the mountainous region. I selected clusters 1, 3, and 4, and 
implemented case study of the controlling mechanism of the abandoned 
cultivated land for the reorganization of the agricultural land use. These 
clusters contain a lot of municipalities in the Tohoku region. 
Ugo town in Akita Prefecture is a region classified into cluster 3. The 
component ratio of the abandoned cultivated land of 2010 in Ugo town is 
6.0%, and the abandoned cultivated land has not expanded. The farmer in 
Ushinosawa district is classified into four patterns. One is a farmer who 
manages combined agriculture. The second is a farmer with a side job that 
does rice farm. The third is an aged rice farm farmer. The fourth is a farmer 
who abandons farming. Moreover, agricultural lands in Ushinosawa district 
is distributed in a valley that runs from north to south above sea level 250m 
to 300m and 5 small valleys where it faces this valley. These agricultural 
lands are maintained. Rice and the flower are planted as for large farmlands, 
and small farmlands and farmlands where altitudes are high are made 
extensive agricultural land use. Further, the vegetable and buckwheat are 
planted in the field. Aged rice farmers lend agricultural lands where 
buckwheat is planted to the company that produces buckwheat in Ugo town. 
In addition, two groups that jointly do rice farm are formed in Ushinosawa 
village. Moreover, all farmers in Ushinosawa district including the farmer 
who abandons farming jointly do the pest control. In other words, 
Ushinosawa district controls the expansion of the abandoned cultivated land 
by jointly doing agriculture together, and this mechanism consists of many of 
those farmers with a side job that do rice farm. On the other hand, the 
problem of Ushinosawa district is that farmers who manage combined 
agriculture are seceding from these groups. These farmers are expanding 
non-rice farm by the fall of the price of rice, and individual use for the farm 
machinery is needed, and an individual work for farming increases. 
Ushinosawa district needs organization that receives agricultural lands, 
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because the supply of the agricultural land increases by the farmer’s aging. 
Next, Cluster 4 is Kawasaki village in Iwate Prefecture. The 
component ratio of the abandoned cultivated land of 2010 in Kawasaki 
village stands for 24.5%, and the abandoned cultivated land has expanded. 
Kawasaki village is a region where it is located in the south of Kitakami 
Mountains, and Satetsu River joins Kitakami River. Therefore, Kawasaki 
village is a region where the flood damage occurs frequently, and the 
productivity of the agricultural land is low. The big creation of the 
embankment and the agricultural land of 1ha scale were established to 
compensate these problems. The agricultural production corporation in 
which all farmers participated was established in Kanzaki district, 
Kawasaki village. This agricultural production corporation does rice farm in 
the fields maintained on a large scale. On the other hand, small agricultural 
lands in the mountainous area became abandoned cultivated lands, and 
these agricultural lands were made in 1950’s and in 1960’s. The farmer in 
Choshi district is classified into three patterns. One is a farmer who is the 
agricultural production corporation’s labor worker. The second is an 
individual farmer who engages in agriculture alone. The third is a farmer 
who lends the agricultural land. All farmers in Kanzaki district lend the 
agricultural production corporation all agricultural lands maintained on a 
large scale. Further, the agricultural land that the farmer who is 
agricultural production corporation's labor worker uses is decided, and the 
agricultural land of the same scale as the ownership agricultural land is 
distributed to the farmer who engages in agriculture alone. In other words, 
the efficiency of the farm work of the farmer who is labor worker has been 
improved by distributing the agricultural land valuing the agricultural land 
use. Moreover, the farm work that does not improve the efficiency easily is 
executed by all farmers in Kanzaki district. However, there are two problems 
in Kanzaki district. First, the majority of the income of the agricultural 
production corporation is a subsidy from the national government. Therefore, 
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the agricultural production corporation's continuing is heavily influenced 
from the agricultural policy. Second, the farmer who is agricultural 
production corporation's labor worker is aging. So, it is necessary to secure 
the new worker of the agricultural production corporation. 
Cluster 1 is Nishiaizu town in Fukushima Prefecture. The 
component ratio of the abandoned cultivated land of 2010 in Nishiaizu town 
stands for 29.2%, and the abandoned cultivated land has expanded extremely. 
Moreover, Nishiaizu town is specified for the underpopulated area. The 
population of Nshiaizu town moved to Kanto region in the 1970's, and 
municipalities in Fukushima Prefecture have a lot of population movements 
after the 1980's. Especially, Aizuwakamatsu City and Kitakata City have a 
lot of transfers of the population. These cities are near the Nishiaizu town, 
and high accessibility. Uwatani district is a case object, and has a lot of 
farmers of small management. On the other hand, Uwatani district is near 
from downtown Nshiaizu, and is near from the interchange in the 
expressway. The farmer in Uwatani district is classified into four patterns. 
One is a farmer who does all farm work alone. The second is a farmer whose 
children help a part of farm work. The third is a farmer whose children do all 
farm work. The fourth is a farmer who contracts out farm work. The 
agriculture of Uwatani district is being supported by farmer’s children who 
live in the nearby city. Moreover, rice farm is done in the maintained 
agricultural land in Uwatani district, and these agricultural lands are 
maintained from 10a to 20a scale. These other agricultural lands are made 
on the slope, and are very small. Trees are planted in these agricultural 
lands in the 1980’s, and majority of Uwatani district is covered with such a 
lot of agricultural lands. However, economical uses of these afforested areas 
are not done, and farmer's children are not helping forestry. In addition, the 
rice farm being supported by children of the farmer who lives in the nearby 
city is not done from economical purpose. The purpose is psychological 
fulfillment. Therefore, assistance of the farm work by farmer's children is 
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only a parents' family, and the farmer whose children live in the remote place 
has expanded the abandoned cultivated land. When these are based, it is 
necessary to organize agriculture in Uwatani district including children of 
the farmer who lives in the nearby city. 
The present study examined the controlling mechanism of the 
abandoned cultivated land for the reorganization of the agricultural land use 
in the Tohoku region. As a result, the reorganization of the agricultural land 
use is different according to a decrease in the manpower of agriculture in the 
region, and the range in the agricultural land used changes, too. First of all, 
the joint implementation of the farm work is done only in the maintained 
agricultural land, because the purpose is to supplement the manpower of 
agriculture each other efficiently. The organization that uniformly manages 
the agricultural land in the region targets only the agricultural land 
maintained on a large scale. The reason is efficiency improvement of the 
machine work of agriculture that the labor workers do. On the other hand, 
the agriculture in the region that aged extremely is done for the 
psychological fulfillment, and only an agricultural land near the house where 
the farm work is done easily is used. Finally, there are three problems of 
sustainable controlling of the abandoned cultivated land. The first is 
organizing of the regional agriculture that values the agricultural land use. 
The second is the securing a new labor worker and the allotment system of 
the farm work to all farmers in the region. The third is a promotion of social 
agricultural land use. It is necessary that the improvement of economy by 
the efficient agricultural land use and the expansion of social agricultural 
land use. In addition, there are a lot of unsuitable agricultural lands to any 
economical use nor social use. Therefore, it is necessary to abandon such an 
agricultural land systematically. In other words, it is necessary to judge the 
agricultural land economically used, the agricultural land socially used, and 
the agricultural land abandoned systematically. 
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